
１　

消
費
者
契
約
と
は

　

消
費
者
契
約
と
は
、
契
約
の
中
で
も
特

に「
消
費
者
と
事
業
者
と
の
間
で
締
結
さ

れ
る
契
約
」を
指
し
ま
す
。
消
費
者
と
事

業
者
と
の
間
に
は
取
引
に
必
要
な
情
報
力

と
交
渉
力
に
格
差
が
あ
る
た
め
、
形
式
的

に
は
両
者
の
合
意
に
よ
っ
て
契
約
が
成
立

し
た
と
い
え
る
場
合
で
も
、
実
際
に
は
消

費
者
に
と
っ
て
不
必
要
で
あ
っ
た
り
不
利

な
契
約
が
締
結
さ
れ
る
お
そ
れ
が
あ
り
ま

す
。
消
費
者
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
し
た
悪
質

商
法
も
跡
を
絶
ち
ま
せ
ん
。

　

具
体
的
に
消
費
者
契
約
ト
ラ
ブ
ル
が
問

題
に
な
る
場
面
と
し
て
は
、
次
の
二
つ
が

考
え
ら
れ
ま
す
。
ま
ず
一
つ
は
、
契
約
締

結
過
程
で
す
。
情
報
力
と
交
渉
力
に
お
い

て
優
位
に
あ
る
事
業
者
が
、
消
費
者
に
と

っ
て
必
要
な
情
報
を
適
切
に
提
供
し
な
か

っ
た
り
、
強
引
な
勧
誘
行
為
に
よ
っ
て
契

約
を
締
結
し
よ
う
と
す
る
場
合
が
あ
り
ま

す
。
二
つ
目
は
、
契
約
条
項
の
内
容
が
不

当
な
場
合
で
す
。
消
費
者
契
約
に
お
い
て

は
、
事
業
者
に
よ
っ
て
予
め
定
型
化
さ
れ

た
契
約
条
項（
約
款
）が
用
い
ら
れ
る
こ
と

が
多
い
で
す
が
、
消
費
者
が
そ
の
内
容
を

完
全
に
理
解
す
る
こ
と
は
容
易
で
は
な
く
、

仮
に
理
解
し
た
と
し
て
も
、
そ
の
内
容
を

変
更
し
て
も
ら
う
こ
と
は
ほ
と
ん
ど
不
可

能
で
す
。

　

本
稿
で
は
、
こ
う
し
た
消
費
者
契
約
ト

ラ
ブ
ル
に
対
す
る
法
律
の
対
応
に
つ
い
て
、

特
に
消
費
者
契
約
法
を
中
心
に
概
観
し
た

い
と
思
い
ま
す
。

２　

消
費
者
契
約
ト
ラ
ブ
ル
に
対
す
る
法

律
の
対
応

（
１
）民
法
に
よ
る
対
応

　

民
法
は
、
消
費
者
契
約
に
限
ら
ず
、
す

べ
て
の
契
約
関
係
に
対
し
て
一
般
的
に
適

用
さ
れ
る
規
定
で
す
。
先
に
挙
げ
た
契
約
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「市民と法律」Ⅲ
消費者契約トラブルに対する法律の対応

締
結
過
程
と
契
約
条
項
の
問
題
に
つ
い
て

も
、
民
法
で
対
応
可
能
な
も
の
が
あ
り
ま

す
。
契
約
締
結
過
程
に
お
い
て
消
費
者
の

自
由
な
意
思
形
成
が
妨
げ
ら
れ
た
と
い
え

る
場
合
に
は
、
詐
欺
・
強
迫（
民
法
96
条
）、

錯
誤（
同
95
条
）、
お
よ
び
公
序
良
俗
違
反

（
同
90
条
）に
よ
っ
て
、
消
費
者
が
自
身
の

意
思
表
示
の
取
消
し
や
無
効
を
主
張
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。
ま
た
、
契
約
条
項
の

内
容
が
不
当
と
評
価
さ
れ
る
場
合
に
は
、

信
義
則
違
反（
同
1
条
2
項
）と
し
て
そ
の

契
約
条
項
の
効
力
が
制
限
さ
れ
た
り
、
公

序
良
俗
違
反
で
契
約
条
項
の
効
力
そ
の
も

の
が
否
定
さ
れ
る
可
能
性
も
あ
り
ま
す
。

　

し
か
し
、
一
般
法
で
あ
る
民
法
は
、
契

約
の
主
体
と
し
て「
対
等
な
当
事
者
」を
予

定
し
て
い
る
た
め
、
一
度
な
さ
れ
た
意
思

表
示
の
効
果
を
覆
す
た
め
の
要
件
は
と
て

も
厳
格
で
す
。
信
義
則
や
公
序
良
俗
に
関

す
る
規
定
に
つ
い
て
は
、
そ
の
内
容
が
抽

象
的
な
た
め
、
問
題
と
な
っ
て
い
る
契
約

条
項
の
効
力
が
制
限
さ
れ
る
か
ど
う
か
は
、

実
際
に
裁
判
で
争
っ
て
み
な
い
と
分
か
ら

な
い
と
い
う
不
便
さ
も
あ
り
ま
す
。

（
２
）各
種
業
法
に
よ
る
対
応

　

業
法
と
は
、
特
定
の
業
種
を
対
象
と
し
、

そ
の
業
界
の
取
引
秩
序
維
持
を
目
的
と
し

て
監
督
官
庁
に
一
定
の
権
限
を
与
え
る
法

律
で
す
。
た
と
え
ば
、「
特
定
商
取
引
に

関
す
る
法
律（
特
定
商
取
引
法
）」や「
割
賦

販
売
法
」が
こ
れ
に
当
た
り
ま
す
。
業
法

は
、
事
業
者
に
対
し
て
免
許
、
許
可
、
登

録
、
届
出
な
ど
の
義
務
を
負
わ
せ
た
り
、

広
告
規
制
や
表
示
規
制
を
か
け
る
な
ど
、

行
政
規
制
が
そ
の
中
心
で
す
。

　

消
費
者
契
約
ト
ラ
ブ
ル
で
特
に
問
題
に

な
る
こ
と
の
多
い
①
訪
問
販
売
、
②
通
信

販
売
、
③
電
話
勧
誘
販
売
、
④
連
鎖
販
売

取
引（
マ
ル
チ
商
法
）、
⑤
特
定
継
続
的
役

務
提
供
契
約（
エ
ス
テ
テ
ィ
ッ
ク
サ
ロ
ン

や
語
学
教
室
な
ど
）、
⑥
業
務
提
供
誘
引

販
売
取
引（
内
職
・
モ
ニ
タ
ー
商
法
）に
つ

い
て
は
、
特
定
商
取
引
法
が
こ
れ
を
規
制

し
て
お
り
、
業
者
に
は
、
氏
名
等
の
表
示

義
務
、
契
約
内
容
を
明
ら
か
に
し
た
書
面

の
交
付
義
務
、
誇
大
広
告
の
禁
止
な
ど
、

各
種
の
規
制
が
か
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
同

じ
く
消
費
者
契
約
ト
ラ
ブ
ル
の
多
い
ク
レ

ジ
ッ
ト
取
引
に
つ
い
て
は
、
割
賦
販
売
法

に
よ
る
行
政
規
制
が
あ
り
ま
す
。

　

特
定
商
取
引
法
と
割
賦
販
売
法
に
は
、

ク
ー
リ
ン
グ
・
オ
フ（
契
約
者
が
、
申
込

み
等
の
後
一
定
の
期
間
に
限
り
、
申
込
み

の
撤
回
や
契
約
解
除
を
行
う
こ
と
が
で
き

る
制
度
）の
よ
う
な
民
事
ル
ー
ル
が
定
め

ら
れ
て
い
ま
す
が
、
一
般
的
に
業
法
の
中

心
は
あ
く
ま
で
も
行
政
に
よ
る
事
前
規
制

で
す
。
ま
た
、
業
法
は
、
特
定
の
事
業
者

を
規
制
対
象
と
し
て
い
る
た
め
、
新
手
の

悪
質
商
法
に
は
対
応
で
き
な
い
と
い
う
限

界
が
あ
り
ま
す
。

（
３
）消
費
者
契
約
法
に
よ
る
対
応

　

民
法
が
包
括
的
・
一
般
的
な
民
事
規
定

で
あ
る
の
に
対
し
、
消
費
者
契
約
法
は
、

消
費
者
契
約
固
有
の
ト
ラ
ブ
ル
に
対
応
す

る
た
め
の
規
定
で
す（
消
費
者
契
約
法
に

特
段
の
定
め
が
な
い
事
項
に
つ
い
て
は
、

民
法
を
適
用
）。
ま
た
、
業
法
が
行
政
に

よ
る
事
前
規
制
を
中
心
と
し
て
い
る
の
に

対
し
、
消
費
者
契
約
法
は
、
消
費
者
と
事

業
者
間
に
直
接
的
に
私
法
上
の
効
果
を
も

た
ら
し
ま
す（
業
法
に
消
費
者
契
約
法
と

抵
触
す
る
規
定
が
あ
る
場
合
は
、
業
法
を

優
先
適
用
）。

　

契
約
締
結
過
程
で
生
じ
る
問
題
に
関
し
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て
、
消
費
者
契
約
法
は
、
①
誤
認
に
よ
る

取
消
し（
消
4
条
1
・
2
項
）と
②
困
惑
に

よ
る
取
消
し（
同
4
条
3
項
）を
規
定
し
て

い
ま
す
。
い
ず
れ
も
、
民
法
上
の
詐
欺
や

強
迫
よ
り
も
緩
や
か
な
要
件
で
消
費
者
に

意
思
表
示
の
取
消
し
を
認
め
る
も
の
で
す
。

①
誤
認
に
よ
る
取
消
し
と
は
、
契
約
締
結

過
程（
事
業
者
の
勧
誘
）に
お
い
て
、
事
業

者
に
よ
る
情
報
提
供
に
問
題
が
あ
る
場
合

に
認
め
ら
れ
る
取
消
事
由
で
す
。
事
業
者

が
、
（ア）
不
実
告
知
、
（イ）
断
定
的
判
断
の
提

供
、
（ウ）
不
利
益
事
実
の
不
告
知
の
い
ず
れ

か
の
行
為
を
行
い
、
こ
れ
に
よ
り
消
費
者

が
誤
認
を
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
誤
認
に

基
づ
く
契
約
の
申
込
み
又
は
承
諾
を
取
り

消
す
こ
と
が
で
き
ま
す
。
②
困
惑
に
よ
る

取
消（
同
4
条
3
項
）と
は
、
契
約
締
結
過

程
に
お
い
て
、
事
業
者
に
よ
る
不
適
切
な

勧
誘
行
為
が
行
わ
れ
、
こ
れ
に
よ
り
消
費

者
が
困
惑
し
て
な
し
た
契
約
の
申
込
み
又

は
承
諾
の
取
消
し
を
認
め
る
も
の
で
す
。

（エ）
不
退
去
と
（オ）
退
去
妨
害
が
取
消
事
由
と

し
て
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

不
当
な
契
約
条
項
に
関
し
て
は
、
消
費

者
契
約
法
は
、
民
法
上
の
信
義
則
や
公
序

良
俗
と
は
異
な
り
、
契
約
条
項
が
全
部
あ

る
い
は
一
部
無
効
と
な
る
場
合
を
具
体
的

に
列
挙
し
て
い
る
点
に
特
徴
が
あ
り
ま
す

（
同
8
・
9
条
）。
さ
ら
に
、
そ
の
よ
う
な

具
体
的
列
挙
と
は
別
に
、
民
法
上
の
信
義

則
に
違
反
し
て
消
費
者
の
利
益
を
一
方
的

に
害
す
る
条
項
は
無
効
に
す
る
と
い
う
一

般
規
定
を
設
け（
同
10
条
）、
不
当
条
項
を

広
く
カ
バ
ー
し
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。

　

以
上
は
、
個
別
的
・
事
後
的
に
消
費
者

被
害
を
救
済
す
る
規
定
で
す
が
、
消
費
者

契
約
ト
ラ
ブ
ル
に
は
、
同
種
の
被
害
を
多

数
の
者
が
被
る
と
い
う
特
殊
性
が
あ
り
ま

す
。
そ
こ
で
、
同
種
紛
争
の
未
然
防
止
と

拡
大
防
止
を
図
る
た
め
、
一
定
の
適
格
消

費
者
団
体
に
事
業
者
の
不
当
行
為
の
差
止

請
求
権
が
認
め
ら
れ
て
い
ま
す（
同
12
条
）。

３　

法
改
正
の
動
き

　

近
年
、
悪
質
な
訪
問
販
売
で
ク
レ
ジ
ッ

ト
を
利
用
し
た
高
齢
者
が
過
剰
与
信
に
よ

っ
て
深
刻
な
被
害
を
受
け
る
ケ
ー
ス
が
増

加
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
特
定
商
取
引
法

と
割
賦
販
売
法
が
連
動
し
て
改
正
さ
れ
ま

し
た（
平
成
20
年
6
月
18
日
公
布
、
同
21

年
12
月
1
日
全
面
施
行
）。
主
な
改
正
点

は
、
特
定
商
取
引
法
に
お
け
る
訪
問
販
売
、

通
信
販
売
、
電
話
勧
誘
販
売
に
つ
い
て
、

従
来
は
規
制
対
象
と
な
る
商
品
等
が
限
定

さ
れ
て
い
ま
し
た
が
、
そ
の
よ
う
な
限
定

が
廃
止
さ
れ
た
こ
と
、
割
賦
販
売
法
が
個

別
ク
レ
ジ
ッ
ト
業
者
に
対
し
て
加
盟
店
の

調
査
を
義
務
づ
け
、
過
剰
与
信
を
禁
止
す

る
等
し
た
こ
と
で
す
。

　

ま
た
、
現
在
、
法
務
省
の
法
制
審
議
会

で
は
、
民
法（
債
権
関
係
）改
正
に
つ
い
て

の
検
討
が
行
わ
れ
て
お
り
、
そ
こ
で
は
消

費
者
契
約
に
関
す
る
特
則
を
民
法
に
取
り

込
む
こ
と
の
是
非
に
つ
い
て
も
議
論
さ
れ

て
い
ま
す
。

　

消
費
者
保
護
の
実
効
性
を
確
保
す
る
た

め
に
は
、
こ
の
よ
う
な
法
整
備
は
も
ち
ろ

ん
の
こ
と
、
消
費
者
の
相
談
窓
口
の
拡
充

や
、
裁
判
外
に
お
け
る
利
用
し
や
す
い
紛

争
解
決
シ
ス
テ
ム
の
構
築
に
も
期
待
し
た

い
と
こ
ろ
で
す
。
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消費者契約法による規律の適用例

参考文献●河上正二編『改正特商法・割販法対応 実践 消費者相談』（商事法務、平成20年）、日本弁護士連合会消費者問題対策委員会編
『改正特商法・割販法の解説』（民事法研究会、平成21年）、消費者庁企画課編『逐条解説 消費者契約法〔第2版〕』（商事法務、平成21年）。　

契約締結過程

誤認

不実告知

困惑

不当な
契約条項

不利益事実の
不告知

断定的判断の
提供

不退去

退去妨害

契約条項の
全部無効

契約条項の
一部無効

消費者の利益を
一方的に害する
条項の無効

消費者からの契約解除を制限する条項

消費者契約の解除に伴う損害賠償額
予定条項または違約金条項について、
解除に伴い当該事業者に生ずべき平均
的な損害額を超える部分

事業者の債務不履行に基づく損害賠
償責任の全部を免除する条項

キャッチセールスでビルの一室に連れ
て行かれた消費者が帰りたいと告げた
のに、事業者がこれを帰さずに勧誘を
行う場合

消費者が住居から退去して欲しいと告
げているのに、事業者がこれに従わず
に勧誘を行う場合

隣地に高層建物建設の予定があること
を知っている業者が、これを故意に告
げずに、「眺望・日当たり良好」と告げ
てマンションを販売した場合

金融取引において、「絶対に値上がり
する」などの断定的判断が告げられた
場合

事故車ではないという業者の言を信じ
て中古車を購入したところ、実際は事
故車であった場合
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